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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第48期

第３四半期累計期間
第49期

第３四半期累計期間
第48期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 7,316,473 7,661,012 10,691,839

経常利益 (千円) 104,001 123,953 582,066

四半期(当期)純利益 (千円) 66,373 85,855 382,251

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 500,000 500,000 500,000

発行済株式総数 (株) 9,000,000 9,000,000 9,000,000

純資産額 (千円) 6,610,387 6,408,527 6,931,275

総資産額 (千円) 11,088,022 11,273,885 12,067,081

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 7.38 10.42 42.49

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 3.5 3.5 ７

自己資本比率 (％) 59.6 56.8 57.4
 

　

回次
第48期

第３四半期会計期間
第49期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

(円) △0.37 1.89
 

(注) １　売上高には、営業雑収益及び附帯事業収益を含めております。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はあり
ません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項
のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書
に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。
なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成25年12月20日開催の取締役会において、日本瓦斯株式会社（以下「日本瓦斯」といいま
す。）を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいま
す。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結いた
しました。
　

（１）本株式交換の目的

本株式交換の目的は、都市ガス事業を含めた我が国のエネルギー事業の来るべき大競争時代を勝ち抜く
ため、資本提携等を含めた事業再編における存在感を高めるべく、本株式交換を行い、日本瓦斯グループ
としての一体感を高めるとともに、事業推進体制の迅速化を行うことです。
都市ガス事業は、ガス事業法に基づく許可を受けた一般ガス事業者が許可された供給区域内の利用者に
対し導管によりガスを供給する事業であり、導管等に係る設備投資コストが大きく、規模の経済性が働く
ことを主な要因として自然独占性を有しているため、ガス事業者にはその供給区域での独占供給が認めら
れております。また独占に伴う弊害から利用者を保護するため、料金その他の供給条件について経済産業
大臣の認可を受けることとされ（同法第17条）、この料金については、将来の都市ガスの供給を行うため
に生じる費用等の総原価に基づいて設定される総括原価方式が採用されており、赤字が発生しにくい制度
が保たれております。
しかしながら、都市ガス事業を含めた我が国のエネルギー事業は、東日本大震災及びその後に生じた電
力需給のひっ迫を契機に大きく変化しつつあります。すなわち、平成25年11月13日成立の改正電気事業法
は、電気事業法に基づき地域の電力会社に地域独占が認められてきた電力の家庭向け小売事業に関して、
平成28年を目処に自由化することとし、提供する事業者、料金体系及び電力と同時に提供されるサービス
を自由化します。この改正によって、既存の電力事業者のみならず異業種の事業者を含めた大競争時代が
到来することが予想されています。
又、都市ガス事業に関しても、平成25年11月12日より、経済産業省総合資源エネルギー調査会基本政策
分科会ガスシステム改革小委員会において、「消費者が選べる状況を作り出すこと」を目的とした規制緩
和についての議論が開始されており、その中では、同一事業者による電力及びガスの販売やガス市場にお
ける競争原理の徹底などの必要性が議論され始めております。
このような来るべきエネルギー事業の大競争時代が到来し、都市ガス事業の規制緩和が進めば、日本瓦
斯グループのオーストラリア・北米における経験から、きわめて短期間の間に市場における淘汰が進み、
十分な準備と規制緩和後において迅速な意思決定を行うことなしには、生き残ることは困難であると認識
しております。
本株式交換により、当社を含めた日本瓦斯グループは、より一層連携を強化し、より迅速な意思決定を
なし得ることとなり、又、エネルギー業界における存在感を高め、今後の提携を含めた様々な戦略を容易
にすることができるものと考えております。
その他、仕入れ体制等の見直しや物流システム等の経営資源の有効活用等によるグループ経営の効率化
とそれによる品質・価格競争力の向上を図ることも可能となります。
なお、本株式交換によって当社は上場廃止となる予定ですが、そのことによって短期的な業績変動に捉
われることなく、グループ収益の最大化を企図した中長期的な視野からの戦略的な投資・事業展開が可能
となり、また、親子上場に係る潜在的な利益相反問題の可能性を排除するとともに、上場廃止により削減
される上場維持管理コストや人的リソースを、今後の事業展開において効果的に再配分することも可能と
なります。

　

（２）本株式交換の方法

日本瓦斯を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換です。
　

（３）株式交換の日（効力発生日）

平成26年３月７日
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（４）株式交換比率

会社名
日本瓦斯株式会社

（株式交換完全親会社）
新日本瓦斯株式会社
（株式交換完全子会社）

株式交換比率 １ 0.40
 

（注）１ 株式の割当比率

当社の普通株式１株に対して、日本瓦斯の普通株式0.40株を割当て交付します。但し、日本瓦斯が保有する

当社の普通株式については、本株式交換による株式の割当は行いません。

（注）２ 本株式交換により交付する日本瓦斯の株数

本株式交換により交付される日本瓦斯の普通株式の総数：1,560,999株（予定）

交付する日本瓦斯の普通株式には、全て日本瓦斯が保有する自己株式（平成25年９月30日時点8,969,423

株）を充当する予定であり、本株式交換に際して、日本瓦斯が新たに株式を発行する予定はありません。

なお、日本瓦斯は、本株式交換により日本瓦斯が当社の発行済株式（日本瓦斯が保有する当社の株式を除き

ます。）の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」といいます。）における当社の株主（但し、当社

を除きます。）に対し、上記表の割当比率に基づいて交付することを予定しております。

また、当社は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会決議により、基準時までに保有する

こととなる自己株式（本株式交換に関して行使される会社法第785条に基づく反対株主の株式買取請求に応

じて当社が取得する株式を含みます。）の全部を基準時において消却することを予定しています。本株式交

換によって割当て交付する株式数については今後修正される可能性があります。

（注）３ 単元未満株式の取扱い

本株式交換に伴い、日本瓦斯の単元未満株式（100株未満）を保有することとなる株主の皆様につきまして

は、日本瓦斯の単元未満株式に関する以下の制度をご利用いただくことができます。なお、単元未満株式

は、金融商品取引所において売却することはできません。

①　単元未満株式の買取制度（単元未満株式の売却）

会社法第192条第１項の規定に基づき、単元未満株式を保有する株主の皆様が、日本瓦斯に対し、保有され

ている単元未満株式の買取りを請求することができる制度です。

②　単元未満株式の買増制度（単元株への買増し）

会社法第194条第１項の規定に基づき、単元未満株式を保有する株主の皆様が日本瓦斯に対し、保有されて

いる単元未満株式と併せて１単元となる数の単元未満株式の買増しを請求することができる制度です。

（注）４ １株に満たない端数の処理

本株式交換に伴い、日本瓦斯の株式１株に満たない端数の割当てを受けることとなる当社の株主の皆様にお

いては、会社法第234条その他の関連法令の規定に基づき、その端数の合計数（合計数に１株に満たない端

数がある場合は切り捨てるものとします。）に相当する日本瓦斯株式を売却し、かかる売却代金をその端数

に応じて当該株主の皆様に交付いたします。

（注）５ 本株式交換の条件の変更及び本株式交換契約の解除

本株式交換契約締結の日から本株式交換の効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、当

社又は日本瓦斯の財産状態又は経営状態に重大な変動が生じた場合、本株式交換の実行に重大な支障をきた

す事態が生じた場合、その他本株式交換契約の目的の達成が困難となった場合には、当社及び日本瓦斯は協

議し合意の上、本株式交換の条件その他本株式交換契約の内容を変更し、又は本株式交換契約を解除するこ

とができるとされております。
　

（５）本株式交換における割当ての内容の算定根拠

①　算定の基礎

本株式交換の株式交換比率の検討にあたり、当社及び日本瓦斯はそれぞれ別個に、独立した第三者算定
機関に本株式交換比率の算定を依頼することとし、当社は株式会社ＡＧＳコンサルティング（以下「ＡＧ
Ｓ」といいます。）を、日本瓦斯はＳＭＢＣ日興証券株式会社（以下、「ＳＭＢＣ日興証券」）を、それ
ぞれ、本株式交換比率に関する第三者算定機関として選定いたしました。
ＡＧＳは、当社及び日本瓦斯のいずれについても、東京証券取引所に上場しており市場株価が存在する
ことから市場株価平均法（平成25年12月19日を算定基準日として、株式会社東京証券取引所における同日
までの直近１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間の各取引日における終値単純平均値を算定の基礎としており
ます。）を、また将来の事業活動の状況を評価に反映するためディスカウンテッド・キャッシュ・フロー
法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）を採用して算定を行いました。

日本瓦斯株式の１株あたりの株式価値を１とした場合の各算定方法の算定結果は、以下のとおりです。

採用手法 株式交換比率の算定結果

市場株価平均法 0.34～0.38

ＤＣＦ法 0.30～0.50
 

ＤＣＦ法による算定の前提とした利益計画に関しまして、当社については、都市ガス料金改定に伴う利
益変動を見込んでいるため、大幅な増減益を見込んでいる事業年度がございますが、日本瓦斯については
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大幅な増減益を見込んでいる事業年度はございません。また、当社及び日本瓦斯のいずれについても、当
該財務予測は、本株式交換の実施を前提としておりません。
ＡＧＳは、交換比率の算定に際して、当社及び日本瓦斯から提供を受けた情報及び市場データ等の一般
に公開されている情報並びに財務、経済及び市場に関する指標等を用いております。また、当社及び日本
瓦斯の株式価値算定に重大な影響を与える可能性のある未開示の情報は存在しないことを前提としており
ます。ＡＧＳは、算定上採用した各種情報及び資料が正確かつ完全なものであること並びにこれらに含ま
れる各社の将来の利益計画や財務予測が現時点における最善の予測と判断に基づき合理的に作成されてい
ることを前提として、当該情報及び資料の正確性、妥当性、実現可能性等を独自の調査・検討等を行うこ
となく作成しております。
ＳＭＢＣ日興証券は、当社及び日本瓦斯のいずれについても、東京証券取引所に上場しており市場株価
が存在することから市場株価平均法（平成25年12月19日を算定基準日として、株式会社東京証券取引所に
おける同日までの直近１ヶ月間及び３ヶ月間の各取引日における終値単純平均値を算定の基礎としており
ます。）を、また将来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を採用して算定を行いました。
日本瓦斯株式の１株あたりの株式価値を１とした場合の各算定方法の算定結果は、以下のとおりです。

採用手法 株式交換比率の算定結果

市場株価平均法 0.36～0.38

ＤＣＦ法 0.23～0.41
 

ＤＣＦ法による算定の前提とした利益計画に関しまして、当社については、都市ガス料金改定に伴う利
益変動を見込んでいるため、大幅な増減益を見込んでいる事業年度がございますが、日本瓦斯については
大幅な増減益を見込んでいる事業年度はございません。また、当社及び日本瓦斯のいずれについても、当
該財務予測は、本株式交換の実施を前提としておりません。
ＳＭＢＣ日興証券は、株式交換比率の算定に際して、当社及び日本瓦斯から提供を受けた情報及び一般
に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、採用したそれらの資料及び情報等が、全て正確かつ完
全なものであること、株式交換比率の算定に重大な影響を与える可能性がある事実でＳＭＢＣ日興証券に
対して未開示の事実はないこと等を前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証は行ってお
りません。また、当社並びに日本瓦斯及びその子会社・関連会社の資産及び負債（偶発債務を含みま
す。）について、独自の評価又は査定を行っていないことを前提としております。また、かかる算定にお
いて参照した当社及び日本瓦斯の財務見通しについては、当社及び日本瓦斯により現時点で得られる最善
の予測及び判断に基づき合理的に準備・作成されたことを前提としていること、並びにかかる算定は平成
25年12月19日現在の情報と経済情勢を反映したものであることを前提としております。

　

②　算定の経緯

当社は、ＡＧＳから提出を受けた株式交換比率の分析結果及び助言を慎重に検討し、当社及び日本瓦斯
の財務状況、業績動向、株価動向等を勘案し、これらを踏まえ日本瓦斯と真摯に交渉・協議を行いまし
た。
その結果、当社は、それぞれが委託した算定機関による株式交換比率の算定結果、それぞれの財務状
況、業績動向、株価動向等の要因を総合的に勘案し、当社及び日本瓦斯と利害関係を有しない鳥飼総合法
律事務所による法的助言並びに当社及び日本瓦斯から独立した第三者委員会（竹内朗氏（プロアクト法律
事務所　弁護士）、中嶋克久氏（株式会社プルータス・コンサルティング代表取締役　公認会計士）及び
山中大吾氏（株式会社山中五郎商店代表取締役　当社社外監査役））の本株式交換に係る決定が少数株主
にとって不利益なものではないとの答申書を踏まえ、上記２．（３）記載の株式交換比率は妥当であり、
それぞれの株主の利益に資するものであると判断し、平成25年12月20日に開催された当社及び日本瓦斯の
取締役会にて、本株式交換の株式交換比率を決定し、同日、本株式交換契約を締結しました。
なお、本株式交換比率にかかる日本瓦斯との交渉、本株式交換にかかる取締役会の審議・議決には、当
社取締役及び監査役のうち、日本瓦斯の役員又は従業員である者及び日本瓦斯の役員又は従業員の地位喪
失後３年以内の者は、利益相反のおそれがあることを考慮し、参加しておりません。

　

③　算定機関との関係

ＡＧＳ及びＳＭＢＣ日興証券はいずれも、当社及び日本瓦斯から独立した算定機関であり、当社及び日
本瓦斯の関連当事者には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。
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（６）株式交換完全親会社となる会社の概要

会社の商号 日本瓦斯株式会社

本店の所在地 東京都中央区八丁堀二丁目10番７号

代表者の氏名 代表取締役社長　和田　眞治

資本金の額 7,070百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容 ＬＰガス事業、都市ガス事業
 

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期累計期間（平成25年４月１日～平成25年12月31日）の売上高は、新規のお客様の増加に
よるガス販売量の増加及び器具の拡販等により前年同期に比べ4.7％増の7,661,012千円となりました。
利益については、ガスの増販効果及び提案営業活動による器具・工事の粗利益の確保と経費節減に努
めた事等から、経常利益は前年同期に比べ19.2％増の123,953千円となり、四半期純利益は前年同期に
比べ29.4％増の85,855千円となりました。
当社の売上高及び利益は、ガス事業のウエイトが高く、冬期に多く計上される季節的変動要因があり
ます。
　セグメント別の業績は次のとおりであります。
　

〔都市ガス事業〕
　

ガス販売量は、新規のお客さまの獲得及び業務用ガス販売量の増加により前年同期に比べ6.1％増の
40,524千㎥となりました。
ガス売上高につきましては、ガス販売量の増加により前年同期に比べ3.8％増の4,645,985千円となり
ました。
都市ガス事業の工事・器具売上高は、器具の拡販に積極的な営業活動を展開してまいりました結果、
前年同期に比べ14.3％増の1,502,633千円となりました。
この結果、都市ガス事業の売上高は、前年同期に比べ6.2％増の6,148,619千円となり、セグメント利
益は前年同期に比べ18.2％増の516,693千円となりました。
　

〔ＬＰガス事業〕
　

ガス販売量は、都市ガス事業同様新規のお客さまを獲得いたしましたが、業務用ガス販売量の減少に
より前年同期に比べ9.6％減の6,293ｔとなりました。
ガス売上高につきましては、ガス販売量の減少がありましたが、新規のお客さまの増加及びＬＰガス
料金の一部見直しにより前年同期に比べ1.2％増の1,243,572千円となりました。
ＬＰガス事業の工事・器具売上高は、都市ガス事業同様器具の拡販に積極的な営業活動を展開してま
いりましたが、大口物件の減少等により前年同期に比べ9.2％減の268,819千円となりました。
この結果、ＬＰガス事業の売上高は、前年同期に比べ0.8％減の1,512,392千円となり、セグメント損
失は136,112千円（前年同期は69,239千円のセグメント損失）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間の総資産は、主に現金及び預金の減少等により前事業年度末に比べ793,195千
円減の11,273,885千円となりました。
当第３四半期会計期間の負債は、長期借入金の減少等により前事業年度末に比べ270,447千円減の
4,865,358千円となりました。
当第３四半期会計期間の純資産は、自己株式の取得（純資産は減少）により前事業年度末に比べ
522,748千円減の6,408,527千円となりました。この結果、自己資本比率は前事業年度末に比べ0.6ポイ
ント減の56.8％となりました。
　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた
課題はありません。
　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,000,000 9,000,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は
100株であります。

計 9,000,000 9,000,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月31日 ― 9,000,000 ― 500,000 ― 72,548
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない
ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿により記
載をしております。

① 【発行済株式】　

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式普通株式 1,484,600

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,515,300 75,153 同上

単元未満株式 普通株式 100 － 同上

発行済株式総数 9,000,000 － －

総株主の議決権 － 75,153 －
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。

　

② 【自己株式等】　

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新日本瓦斯㈱

北本市古市場１－５ 1,484,600 ― 1,484,600 16.5

計 － 1,484,600 ― 1,484,600 16.5
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。

EDINET提出書類

新日本瓦斯株式会社(E04532)

四半期報告書

 8/20



第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内
閣府令第63号)及び「ガス事業会計規則」(昭和29年通商産業省令第15号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成25年10月１日か
ら平成25年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係る
四半期財務諸表について、協立監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

固定資産

有形固定資産

供給設備 7,627,158 7,589,096

業務設備 645,578 643,024

附帯事業設備 370,988 402,173

建設仮勘定 168,154 325,307

有形固定資産合計 8,811,881 8,959,601

無形固定資産

のれん 37,998 4,416

その他無形固定資産 59,391 62,242

無形固定資産合計 97,389 66,659

投資その他の資産

投資有価証券 69,523 75,577

社内長期貸付金 35,168 32,009

出資金 12,468 12,468

長期前払費用 306,522 252,234

繰延税金資産 132,117 128,814

リース投資資産 102,634 88,071

その他投資 23,729 15,110

投資その他の資産合計 682,164 604,286

固定資産合計 9,591,436 9,630,547

流動資産

現金及び預金 1,359,597 565,362

受取手形
※1 8,171 ※1 46,739

売掛金 534,024 504,076

未収入金 114,436 84,178

製品 111,838 136,533

貯蔵品 32,423 38,274

前払金 791 638

前払費用 9,472 40,548

関係会社短期債権 － 406

繰延税金資産 52,659 24,148

その他流動資産 20,788 20,663

附帯事業売掛金 150,712 135,709

附帯事業流動資産 61,794 60,955

貸倒引当金 △35,741 △28,566

流動資産合計 2,420,970 1,629,669

繰延資産

開発費 54,675 13,668

繰延資産合計 54,675 13,668

資産合計 12,067,081 11,273,885
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

固定負債

長期借入金 992,414 653,804

退職給付引当金 262,344 272,266

役員退職慰労引当金 136,659 106,778

ガスホルダー修繕引当金 42,508 52,064

リース債務 145,395 156,063

その他固定負債 7,680 5,760

固定負債合計 1,587,002 1,246,737

流動負債

1年以内に期限到来の固定負債 655,713 523,181

支払手形
※1 87,896 ※1 92,591

買掛金 335,631 383,798

未払金 220,595 267,291

未払費用 57,038 49,307

未払法人税等 195,654 9,835

前受金 108,825 113,274

預り金 19,338 48,739

関係会社支払手形 1,036,880 993,047

関係会社買掛金 100,821 82,408

関係会社短期借入金 － 700,000

関係会社未払金 396,210 95,247

賞与引当金 91,579 32,069

その他流動負債 1,593 1,693

附帯事業流動負債 241,024 226,136

流動負債合計 3,548,803 3,618,621

負債合計 5,135,806 4,865,358

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金

資本準備金 72,548 72,548

資本剰余金合計 72,548 72,548

利益剰余金

利益準備金 93,284 93,284

その他利益剰余金

別途積立金 3,599,500 3,699,500

繰越利益剰余金 2,645,939 2,574,002

利益剰余金合計 6,338,723 6,366,786

自己株式 △1,302 △556,865

株主資本合計 6,909,968 6,382,469

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 21,306 26,058

評価・換算差額等合計 21,306 26,058

純資産合計 6,931,275 6,408,527

負債純資産合計 12,067,081 11,273,885
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

製品売上

ガス売上 4,477,592 4,645,985

売上原価

期首たな卸高 125,387 111,838

当期製品仕入高 1,896,888 2,121,014

当期製品自家使用高 4,016 3,798

期末たな卸高 138,511 136,533

売上原価合計 1,879,748 2,092,520

売上総利益 2,597,844 2,553,464

供給販売費及び一般管理費

供給販売費 2,329,564 2,207,004

一般管理費 298,911 292,537

供給販売費及び一般管理費合計 2,628,475 2,499,542

事業利益又は事業損失（△） △30,631 53,922

営業雑収益

受注工事収益 223,021 195,907

器具販売収益 1,091,185 1,306,726

その他営業雑収益 59 －

営業雑収益合計 1,314,267 1,502,633

営業雑費用

受注工事費用 208,469 188,957

器具販売費用 904,012 1,111,305

営業雑費用合計 1,112,482 1,300,263

附帯事業収益 1,524,613 1,512,392

附帯事業費用 1,593,852 1,648,505

営業利益 101,914 120,180

営業外収益

受取利息 392 341

受取配当金 902 870

受取保険金 1,644 37

保険配当金 3,986 3,420

受取補償金 1,430 1,430

雑収入 7,399 7,891

営業外収益合計 15,755 13,992

営業外費用

支払利息 13,668 10,026

雑支出 － 192

営業外費用合計 13,668 10,219

経常利益 104,001 123,953
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(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 968 2,574

投資有価証券売却益 － 1,851

特別利益合計 968 4,425

特別損失

固定資産売却損 3 16

特別損失合計 3 16

税引前四半期純利益 104,965 128,362

法人税等 16,926 12,800

法人税等調整額 21,665 29,706

法人税等合計 38,591 42,506

四半期純利益 66,373 85,855
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【注記事項】

(追加情報)

当社は、平成25年12月20日開催の取締役会において、日本瓦斯株式会社を株式交換完全親会社とし、

当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議

し、同日、株式交換契約を締結いたしました。

なお、本株式交換の効力発生日に先立つ平成26年３月４日に、当社の普通株式は東京証券取引所にお

いて上場廃止（最終売買日は平成26年３月３日）となる予定です。　

　
(四半期貸借対照表関係)

※１　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形
が、四半期会計期間末残高に含まれております。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形 551千円 28,266千円

支払手形 10,447 〃 3,600 〃
 

　

(四半期損益計算書関係)

　１．売上高の季節的変動

前第３四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)及び当第３四半期累計期間（自　

平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）
当社の売上高は、ガスのウエイトが高いため、冬期を中心に多く計上される季節的変動要因がありま
す。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四
半期累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額
は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

減価償却費 966,503千円 993,978千円

のれんの償却額 37,714 〃 33,582 〃
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(株主資本等関係)
　

前第３四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 40,486 4.5 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

平成24年10月25日
取締役会

普通株式 31,488 3.5 平成24年９月30日 平成24年11月19日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の
末日後となるもの
該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 31,488 3.5 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

平成25年10月29日
取締役会

普通株式 26,303 3.5 平成25年９月30日 平成25年11月19日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の
末日後となるもの
該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動
自己株式の取得
当社は、平成25年８月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替え
て適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得する事を決議し、下記のとおり実施いた
しました。
なお、平成25年８月13日の取得をもちまして、平成25年８月12日開催の取締役会に基づく自己株式
の取得は終了いたしました。

取得対象株式の種類 当社普通株式

取得した株式の総数 1,481,500株

株式の取得価額 555,562,500円

取得日 平成25年８月13日

取得方法
東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－
３）による買付け

 

　

EDINET提出書類

新日本瓦斯株式会社(E04532)

四半期報告書

15/20



　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

合計

都市ガス事業 ＬＰガス事業

売上高（注）    

  外部顧客への売上高 5,791,859 1,524,613 7,316,473

計 5,791,859 1,524,613 7,316,473

セグメント利益又は損失(△) 437,077 △69,239 367,838
 

(注)　売上高には、営業雑収益及び附帯事業収益を含めております。
　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)
 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 367,838

全社費用（注） 265,923

四半期損益計算書の営業利益 101,914
 

(注)　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

合計

都市ガス事業 ＬＰガス事業

売上高（注）    

  外部顧客への売上高 6,148,619 1,512,392 7,661,012

計 6,148,619 1,512,392 7,661,012

セグメント利益又は損失(△) 516,693 △136,112 380,581
 

(注)　売上高には、営業雑収益及び附帯事業収益を含めております。
　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)
 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 380,581

全社費用（注） 260,401

四半期損益計算書の営業利益 120,180
 

(注)　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

  １株当たり四半期純利益 ７円38銭 10円42銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益(千円) 66,373 85,855

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益(千円) 66,373 85,855

    普通株式の期中平均株式数(千株) 8,996 8,237
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

当社は、平成26年１月28日開催の取締役会において、会社法第178 条の規定に基づき、自己株式の消却

を行うことを決議しました。
　

（１）自己株式消却の理由

当社および日本瓦斯式会社（以下、「日本瓦斯」といいます。）の間で締結された平成25年12月20日付

株式交換契約（以下、「本株式交換契約」といいます。）により、日本瓦斯は、平成26年３月７日をもっ

て、当社の発行済株式の全部（日本瓦斯保有株式を除きます。）を取得する予定ですが、本株式交換契約

の定めに則り、日本瓦斯による当社の発行済株式の全部の取得時点の直前時（以下、「基準時」といいま

す。）までに当社が保有することとなる自己株式の全部を基準時において消却するものです。
　

（２）消却する株式の種類

当社普通株式
　

（３）消却する株式の数

基準時までに当社が保有することとなる自己株式の全部（本株式交換に関して行使される反対株主の株

式買取請求により取得することとなる自己株式を含みます。）
　

（４）消却予定日

平成26年３月７日

基準時において消却します。
　

２ 【その他】

第49期(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)中間配当については、平成25年10月29日開催の取
締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行
うことを決議いたしました。

　①　配当金の総額 26,303千円

　②　１株当たりの金額 ３円50銭

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年11月19日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　南　　部　　敏　　幸　　㊞

業務執行社員  公認会計士　　田　　中　　伴　　一　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成26年２月10日

新日本瓦斯株式会社

取締役会  御中

協立監査法人
 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新

日本瓦斯株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第49期事業年度の第３四半期会計期間

（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年

12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、新日本瓦斯株式会社の平成25年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。
　

強調事項
１．追加情報に記載されているとおり、会社は平成25年12月20日開催の取締役会において、日本瓦斯株式会社を株式交

換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結し

た。

２. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年１月28日開催の取締役会において、自己株式の消却を決

議した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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